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鎌田慧の現代を斬る
第 137回　日米の進むべき道と ■かまた　さとし■

ルポライター。 新聞記者を経てフリーになる。 著者に

『痛憤の時代を書く』 『コイズミという時代』 『自動車

絶望工場』 『家族が自殺に追い込まれるとき』 『壊滅

日本』 『ドキュメント屠場』 など多数

米国のチェンジと日本の政権交代の結果、11 月中旬、
オバマ大統領と鳩山由紀夫首相の日米首脳会談がお

こなわれた。未来志向の日米関係を築くのが目的の会談
だったようだが、両者の意見は必ずしも一致したわけでは
ない。
　鳩山首相が掲げたのは、「東アジア共同体」構想だった。
オバマ大統領は「米国は環太平洋の一国だとはっきり申し
上げた。アジアと米国の将来は運命共同体だ」と会談後の
記者会見で語ったそうだが、「東アジア共同体」について
は直接触れなかったという。そこに温度差はある。
　しかし米国がアジアを重視にむかっていることは間違い
ない。中国は米国の輸出入を支える存在であるだけでなく、
世界最大の米国債買い入れ国でもあり、いまや米国経済に
とって欠かせない存在となった。また米国製品の消費地と
してのアジア諸国は無視できない。
　問題は、影響力が落ちつつある太平洋地域で、米国がさ
らに覇権の強化を目指しているのかどうかだ。基本的にア
ジアのことは、アジアの国々で独力やっていくべきであり、
いままでのような米の覇権主義では困る。一方、鳩山首相
は記者会見で「東アジア共同体を構想しているのは日米同
盟が基軸にあるからこそだ」と米国に語っているが、米国
の覇権の象徴ともいうべき日米安保条約と基地の再縮減を
基軸に東アジア共同体を考えているようだから、もう時代
は変わったはずだ、といいたい。
　今回の会談で最大の懸案だったのは、普天間基地の問題
である。06年５月に日米両政府で合意した名護市辺野古の
移設計画を推進したいオバマは、「基本は守るべきだ」と
日米合意が前提であるとの意向を会談でしめした、と報じ
られた。つまり辺野古建設の現行案での履行を求めたわけ
だ。これにたいして首相は「理解する」と答えたという。
　しかし日米両政府の政権が変わったのだから新たな議論

をはじめるべきだ。過去の議論を清算し、新しい政権同士
でじっくり決めていけばいい。未来志向の日米関係を考え
るなら、米軍が日本を縛っている日米安保条約をどうすべ
きなのかをまず議論する必要がある。来年６月で日米安保
条約が 50 周年迎える。つまり占領後、半世紀も外国の軍
隊が駐留しつづけていたことになる。それ自体がありえな
いことなのに、さらに世界戦略の前線基地として沖縄を強
化していくなど許されない。50 年間、自民党は米国にた
だ迎合するだけの関係を築いてきた。日米両国の政権が変
わったいまこそ、在日米軍基地を縮小するチャンスである。
鳩山政権は強い姿勢で変化を主張すべきだ。
　そのためには、まず名護市辺野古の基地新建設を中止し
なければならない。普天間基地は数年間の暫定使用と決め
て、グアムに移せばよい。普天間は海兵隊の演習基地であっ
て、グアムでもなんら不自由はない。住宅の密集する地域
に置くなどはとんでもない事態だ。
　そもそも辺野古の基地は、普天間基地の代替だと米国は
主張するが、60 年代から現行案と同じプランが秘かに作
成されていた。つまり新基地建設を普天間の移転でカムフ
ラージュしようというのにすぎない。現状でも基地が集中
している（日本全体の 75 パーセント）沖縄にさらなる負
担を課すなど、認められるものではない。
　08 年１月には、米国のサンフランシスコ連邦地方裁判
所は、米国防総省が辺野古の基地建設にともなうジュゴン
への影響を評価・検討していないことは、米国文化財保護
法に違反しているとの判決を下した。環境面からも基地建
設に待ったがかかっているのだ。
　沖縄では米軍への経済的な依存も問題になっている。米
兵による事件を恐れながらも、彼らの購買力や基地での労
働が生活の糧になっている人が少なくない。米軍に広い土
地を貸している（強制的に奪われている）軍用地主は働か

トヨタのマンモス化
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なくなり、その息子や孫の生活感覚にも影響がではじめて
いる。沖縄県民に平和と安定を取り戻すために、日本の政
治家は全力を尽くすときである。
　そのための一歩として重要なのが、今回の事業仕分け
で話し合われる「思いやり予算」の削減である。78 年か
らはじまって 08 年までに支払われた額は２兆円を超える。
現在でも毎年 2000 億円以上も米国の代りに払っている。
米軍が自国の軍隊の経費は自分で払うのが当たり前のこと
で、駐留コストの７割を日本に負担させるのはおかしい。
これではいまだ「軍事占領」である。
　また米軍が手放そうとしない日本の基地で、使っていな
いものもかなりある。そうした基地の縮小もどんどん進め、
将来的には日米安保条約を撤廃しなければならない。そう
いう方向性を打ち出さないと、いつまでも米軍基地はなく
ならないし、日本は真の意味での独立国になれない。

後楽園でたわむれたブッシュとポチ
　オバマ大統領の 23 時間の日本滞在前に、ひっそりと来
日したのがブッシュ前大統領だった。後楽園球場で開かれ
た日本シリーズで始球式をしたのだ。アフガンとイラクで
大量破壊と大量殺戮をおこなった米国の前大統領を始球式
に呼んだことに、野球ファンからなんのブーイングがな
かったことが不思議で仕方がない。ましてブッシュのポチ
を自他共に認め、イラク攻撃をいち早く支持した小泉元首
相まで来て一緒に参加して、ブッシュと親しげに語り合っ
ている様子は醜悪だった。
　彼ら二人の行動によって、いまだに世界は混乱をきたし
ている。その二人が笑顔で野球場に並ぶ日本の太平楽は信
じられない。しかも新聞はまったく批判していなかった。
　驚いたことには、次の日にブッシュは早稲田大学で講演
をした。大学側からプレゼントされたウインドブレーカー
を着て、チアガールと一緒にポーズを決めていた。これは
小泉が訪米したときブッシュの前で、プレスリーのマネを
した醜態を思いださせた。似たもの同士だ。
　糾弾されるべき戦争犯罪人を読んだ大学の姿勢は恥ずか
しい。60 年６月にも、羽田空港でわたしたちデモ隊に包
囲された、アイゼンハワー大統領のさきがけ・米大統領秘
書官ハガティが、早大を訪れている。当時学生だったわた
しも彼をヤジリに駆けつけたが、応援団に「都の西北」を
歌われて完敗した苦い思い出がある。それでも当時は抵抗
する学生がいた。いまは誰も反対の声を上げないのが、そ
れが悔しい。

「暴走」隠しに躍起になるトヨタ
　世界中に展開しすぎたトヨタの超合理化システムは、あ
ちこちで欠陥車を生み出している。全米を揺るがす大問題
となっているレクサスの暴走は、その象徴的な事件である。
　しかも今月に入って、問題はますます混迷の色を深めて
いる。11 月３日に『ニューヨーク・タイムズ』が批判し

たのは、トヨタの広報姿勢だった。
　高速道路で４人が亡くなった暴走事故について、トヨタ
は車体本体に構造的な欠陥はない、と米運輸省高速道路交
通安全局（NHTSA）が見解をしめしたかのように発表した。
同紙の取材によれば、NHTSAの報道官はフロアマットだ
けではなく、アクセルやペダルなども含めて調査中として
いるという。そもそも問題のフロアマットを敷いていない
車でも暴走が起こっていることを考えれば、こんな発表を
世界的な企業が発表すること自体おかしい。
　これにたいしてトヨタの広報部は、次のようにコメント
している。「現段階で危険性が指摘されるフロアマットの
取り外しを急ぐよう、お客様に知らせたことを発表したも
ので、米当局が車両本体に欠陥がないと結論を出したとは
考えていない。ＮＨＴＳＡとの共同調査の結果が出た段階
で、改めてお客様に対応を通知するつもりだ」（『朝日新聞』
09 年 11 月５日）
　コスト削減のためには下請けをいじめ抜いてもカイゼン
するトヨタだが、車の危険性にたいしてはマジメにカイゼ
ンする気がないようだ。
　01 年以降、トヨタ車による米国内での暴走事例はレク
サス以外の車種をふくめ 1000 件を超えている。02 年式以
降、トヨタ車で起きた暴走事故による死者は 19 人にのぼ
る。一期の赤字で大騒ぎになる会社が、01 年以降、これ
だけの事故を放っておいたというのだからあきれる。
　米国では運転中に突然の急加速が起きた原因は、電子制
御の欠陥であるとして２人の男性がトヨタを訴えた。フロ
アマットやペダルの形状だけではなく、電子制御の欠陥と
なれば構造的な問題であり、事態はさらに深刻化すること
になる。
　じつはトヨタ車の暴走で電子部品の欠陥が疑われたのは
初めてではない。1980年代後半、トヨタをふくむ自動車メー
カーはオートマチック（ＡＴ）車の急発進問題に揺れてい
た。
　89 年４月には運輸省が「ＡＴ車全体の持つ構造的欠陥
ではない。特定車種の機器欠陥や整備不良が原因でエンジ
ンの回転が上がるが、ブレーキ操作が適切なら車は止まる」
（『毎日新聞』89 年４月 28 日）と最終報告書を公表。
　90 年１月には、豊田章一郎トヨタ社長が会長を務める日
本自動車工業会が、「急発進・急加速現象が全ＡＴ車に共
通に起きる構造的な欠陥はなかった」（『朝日新聞』90 年
１月 19 日）との調査結果をまとめ幕引きをはかった。し
かし、その経緯はかなり怪しい。
　運輸省の調査では、苦情や事故の四分の三を「原因不明」
として究明しなかっただけでなく、実車テストには実際に
暴走した車を加えない暴挙にでた。
　それだけ「手心」を加えた調査でも、定速走行装置を
ショートさせる実験では、発車 15 秒で時速 120 キロまで
急加速する結果がでている。それでも「ブレーキ操作が確
実なら事故は起こらない」と結論付けたのだから恐ろしい。
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　運輸省の統計によれば、83 年から５年間でＡＴ車が暴
走して事故を起こした件数は 642 件。そのうちトヨタ車は
144 件となっている。
　当時、トヨタをはじめとする自動車メーカーは、責任を
運転手に押しつけた。アクセルとブレーキを踏み間違えた
結果だと主張して譲らなかったからだ。その一方でトヨタ
は、ＡＴ車の暴走につながる可能性のある部品の欠陥を運
輸省に報告せず、苦情の申し出のあったユーザーの車の部
品をこっそり交換していたのである。
　じつは暴走事故の中には、運転手によるペダルの踏み間
違いで片づけられないケースもあった。87 年５月に東京
都府中市で起きた事故は、人の列に突っ込み 40 メートル
暴走したが、警察の実況見分調書では 10 メートル以上の
タイヤ痕が確認されていた。これはブレーキを踏んでも止
まらなかったという運転手の証言と一致する。
　当時、トヨタは運輸省や日本自動車工業会という「身内」
の調査で乗り切ったが、米国の調査ではそうはいかない。
わかっているだけで、19 人を殺したメーカーとしての責
任を問われることになるだろう。
　事故には対処しないが、赤字の解消となるとやたら力を
発揮するのがトヨタでもある。2010 年３月期の連結営業赤
字見通しを、従来予想より 4000 億円縮小させ、3500 億円
の赤字だという。当初、カイゼンによって年間 8000 億円
抑える計画だったものを、さらに 1500 億円カイゼンで上
乗せすることに成功したという。従業員一人あたり 300 万
円近いコストをカットしたというからメチャクチャだ。開
発部門の現場から「これ以上経費を削れと言われても無理」
（『毎日新聞』09 年 11 月６日）という声が漏れているのも
当然だ。
　経営陣が勝手に拡大主義に猛進した結果、トヨタが誇っ
ていた安全神話は地に落ち、赤字も拡大した。その尻ぬぐ
いは、下請けと社員に回されている。『読売新聞』（09 年
11 月６日）には、「設備にも人にも余剰感がありリストラ
に『聖域』はない」とのグループ首脳のコメントが載って
いたが、もちろん豊田家の「聖域」が侵されるわけではない。
　そうしたなかＦ１からの完全撤退も決めた。年間数百億
円もの運営費が削減でき、スピードよりもエコを求める時
代を考えれば撤退やむなしという報道が多い。しかしモー
タースポーツという観点では、許されない部分がいくつも
ある。
　07 年にはＦ１開催を強引に推し進め、日本ＧＰの開催
をホンダ系の鈴鹿から富士スピードウェイに移したが、観
客の輸送などに大きな問題を抱え、Ｆ１ファンの罵声を浴
びた。翌年にはカイゼンしたものの赤字だからとＦ１開催
から撤退し、参戦は 12 年までつづけると表明。その舌の
根も乾かぬうちに、１年で完全撤退である。もともと１回
でもトップを取るためにつづけてきたＦ１参戦といわれる
だけに、モータースポーツへの貢献をトヨタに期待してい
たわけではない。しかし世界一の自動車メーカーとして公

言した約束ぐらいは守るべきだろう。
　トヨタの弱体化は事業撤退や決算見通しにだけあらわれ
るわけではない。『週刊現代』の 11 月 14 日号と『週刊文春』
の 11 月 19 日号に、それぞれトヨタの記事が掲載されたの
は１つの象徴だ。どちらもジャーナリストの井上久男氏が
書いたものだが、トヨタの内情を描いた記事がたてつづけ
に掲載されたことに時代の変化があらわれている。
　トヨタを批判する記事がでるとすぐにトヨタから電話が
かかってくる、あるいは担当者が接近してくる、といった
話は新聞記者からなんども聞いている。
　08 年８月には、「厚生労働行政の有り方に関する懇談会」
で奥田碩トヨタ自動車相談役が、厚労省にたいする批判報
道について「なんか報復でもしてやろうかな。それくらい
の感じは、個人的に持っている。例えばスポンサーになら
ないとかね」などと語っている。巨大な広告料があれば、
メディアなど押さえつけられるというトヨタのおごりが表
に出た一幕だった。
　しかし、その「締め付け」も少しは弱まってきたのかも
しれない。その『週刊現代』の記事には、「企業が凋落し
ていく段階には５段階あり、今、トヨタは４段階目にいる」
という豊田章男社長の言葉を紹介し、著名な経済学者の説
を引用したものだと解説している。
「第１段階は『成功体験から生まれた危機感のなさ』、第２
段階は『規律なき規模の追求』、第３段階は『リスクと危
うさの否定』、第４段階は『救世主にすがり』、第５段階で
『企業の存在価値の消滅』」だという。
　豊田家の血を引く者という理由で「救世主」に祭り上げ
られた社長が、「私にすがっているから企業消滅の一歩手
前だ」だと分析しているのだから、まるでマンガだ。
　トヨタは滅亡が近いマンモスのようだ。ずうたいばかり
大きいが生物としての強さはない。「トヨタ博」とも呼ば
れた愛知万博の一番人気だった氷付けのマンモスで自社の
未来を予測していたとは、トヨタらしからぬ、気の利いた
ジョークである。
　この危機にユーザーや下請け、社員の命を大切に扱える
企業に変化できるかが問われている。（談）
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